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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第33期

中間連結会計期間
第34期

中間連結会計期間
第33期

会計期間

自 2024年
　　６月１日
至 2024年
　　11月30日

自 2025年
　　６月１日
至 2025年
　　11月30日

自 2024年
　　６月１日
至 2025年
　　５月31日

売上高 （千円） 4,044,395 2,131,555 6,668,651

経常利益 （千円） 1,175,899 379,964 1,386,105

親会社株主に帰属する中間

（当期）純利益
（千円） 825,249 224,691 979,266

中間包括利益又は包括利益 （千円） 815,028 273,207 935,907

純資産額 （千円） 11,754,152 10,573,280 11,765,105

総資産額 （千円） 14,039,604 12,267,682 13,656,465

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 75.55 21.62 89.45

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 83.7 86.2 86.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 2,332,355 705,410 3,561,737

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △84,020 △251,126 △293,548

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △270,580 △1,572,504 △415,784

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 8,255,238 8,088,862 9,070,473

 
（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。
２．株式給付ＥＳＯＰ信託口及び株式給付役員報酬信託口が所有する当社株式を自己株式として処理しており、
１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数の算定においては、当該株
式数を控除しております。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社の異動については以下のとおりです。

　当中間連結会計期間において、当社は、連結子会社でありました株式会社エア・ガシズ・テクノス（環境エネ

ルギー事業セグメント）の全株式を2025年７月２日に譲渡したため、同社を連結の範囲から除外しております。

　これに伴い、当中間連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状

況　１　中間連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

 

（１）経営成績の状況

　当中間連結会計期間における当社グループの業績について、売上高及び営業利益は前年同期と比較して減少い

たしました。これは、IoT関連事業において製品の販売が低調に推移したためであります。

　これらの事業活動の結果、当中間連結会計期間における当社グループの業績は、売上高は2,131百万円（前年同

期の売上高4,044百万円に比し、47.3％の減少）、売上高の減少等により売上総利益は1,015百万円（前年同期の

売上総利益1,976百万円に比し、48.6％の減少）となりました。また、営業利益は248百万円（前年同期の営業利

益1,182百万円に比し、79.0％の減少）、経常利益は379百万円（前年同期の経常利益1,175百万円に比し、67.7％

の減少）、法人税等を控除した親会社株主に帰属する中間純利益は224百万円（前年同期の親会社株主に帰属する

中間純利益825百万円に比し、72.8％の減少）となりました。

 

　セグメント別の経営成績は、以下のとおりであります。

　なお、連結子会社でありました株式会社エア・ガシズ・テクノスの全株式を2025年７月２日に譲渡したため、

当中間連結会計期間より同社を連結の範囲から除外しております。

　このため、同社事業が主な構成単位となっておりました「環境エネルギー事業」報告セグメントの重要性が乏

しくなったため、当中間連結会計期間より報告セグメントから除外し、「その他」として表示しており、下記の

その他事業は組み替え後の前年同期と比較しております。

 

（IoT関連事業）

　海外顧客向け製品の販売は好調に推移したものの、国内顧客向け製品の販売が前年同期を大幅に下回ったた

め、セグメント全体としては前年同期と比較して減収減益となりました。

　国内顧客への検査用光源装置及び瞳モジュールの販売状況については、売上高は前年同期比で大幅に減少いた

しました。その要因としては、前々期において、国内主要顧客が大規模な設備投資を実施したことに伴い、顧客

の設備投資需要が落ち着いている状況が継続しているためであると認識しております。期初に顧客が公表した設

備投資計画において、今後の設備投資規模を引き上げる可能性があり、その時点では、当社での売上計上が当連

結会計年度後半になる可能性がございましたが、現時点で正式に受注できていない状況に鑑み、売上計上時期は

翌連結会計年度になる見込みとなりました。

　海外顧客向け検査用光源装置及び瞳モジュールの販売状況については、売上高は前年同期比で増加しました。

その要因としては、検査用光源装置においては、海外顧客（主に欧州）への販売が好調に推移したためであり、

瞳モジュールにおいては、海外主要顧客への販売が好調に推移したためであります。海外主要顧客においては、

具体的な商談も進展しており、既に獲得済みの大口受注に続く旺盛な設備投資意欲が当連結会計年度後半以降も

継続すると推測しておりますが、その売上計上時期は当連結会計年度ではなく翌連結会計年度となる見込みが高

いと判断いたしました。

　当中間連結会計期間における当セグメントの外部顧客に対する売上高は1,217百万円（前年同期の売上高2,699

百万円に比し、54.9％の減少）、セグメント利益は515百万円（前年同期のセグメント利益1,504百万円に比し、

65.8％の減少）となりました。

 

（インダストリー4.0推進事業）

　当中間連結会計期間における当セグメントの外部顧客に対する売上高は909百万円（前年同期の売上高996百万

円に比し、8.7％の減少）となりました。これは、精密除振装置分野及び歯車試験機分野において製品の販売が僅

かに減少したためであります。一方、セグメント利益は87百万円（前年同期のセグメント利益130百万円に比し、

32.9％の減少）となりました。これは、精密除振装置分野において、前年第２四半期に利益率の高い大型案件が

あった反動が生じたためであり、当中間連結会計期間における予算対比では概ね計画どおりの進捗となっており

ます。

 

（その他）

　当中間連結会計期間における当セグメントの外部顧客に対する売上高は４百万円（前年同期の売上高348百万円

に比し、98.8％の減少）、セグメント利益は３百万円（前年同期のセグメント利益４百万円に比し、26.0％の減

少）となりました。これは、連結子会社でありました株式会社エア・ガシズ・テクノスを当中間連結会計期間よ

り連結の範囲から除外したためであり、同社の前年同期の売上高は345百万円、セグメント利益は２百万円であり

ます。
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（２）財政状態の状況

　当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ1,388百万円減少（うち、連結子会社の連結除外に

よる減少分649百万円）し、12,267百万円となりました。

　流動資産は、前連結会計年度末に比べ1,441百万円減少（同605百万円）し、10,713百万円となりました。これ

は、現金及び預金が981百万円（同304百万円）、受取手形及び売掛金が218百万円（同154百万円）、仕掛品が127

百万円（同86百万円）それぞれ減少したこと等によるものであります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べ53百万円増加（同44百万円）し、1,554百万円となりました。

　当中間連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ196百万円減少（同363百万円）減少し、1,694百万円

となりました。これは、役員株式給付引当金が111百万円、１年内返済を含む借入金が165百万円（同140百万円）

それぞれ減少したこと等によるものであります。

　当中間連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べ1,191百万円減少し、10,573百万円となりました。

これは、親会社株主に帰属する中間純利益224百万円を計上したものの、前事業年度の期末配当金365百万円が

あったこと、自己株式が1,099百万円増加したこと等によるものであります。

 

（３）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ981百万円減少し、

8,088百万円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは705百万円の収入（前年同期は2,332百万円

の収入）となりました。これは、税金等調整前中間純利益298百万円の計上及び売上債権の減少413百万円があっ

たこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは251百万円の支出（前年同期は84百万円の支

出）となりました。これは、有形固定資産の取得による支出126百万円及び連結の範囲の変更を伴う子会社株式の

売却による支出96百万円があったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは1,572百万円の支出（前年同期は270百万円

の支出）となりました。これは、自己株式の取得による支出1,192百万円及び配当金の支払額363百万円があった

こと等によるものであります。

 

（４）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

（５）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　また、当中間連結会計期間において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方

針について重要な変更はありません。

 

（６）研究開発活動

　当中間連結会計期間における当社グループの研究開発活動の金額は75百万円であります。

 

(７）従業員数

　当中間連結会計期間末において、従業員数は前連結会計年度末より13名減少し、117名となりました。これは主

として連結子会社でありました株式会社エア・ガシズ・テクノス（環境エネルギー事業セグメント）の全株式を

2025年７月２日に譲渡したことに伴い、当中間連結会計期間より同社を連結の範囲から除外したためでありま

す。
 

(８) 生産、受注及び販売の実績

　当中間連結会計期間において、販売実績は、IoT関連事業を中心として前年同期比で大幅に減少いたしました。

これは、前々期において、国内主要顧客が大規模な設備投資を実施したことに伴い、顧客の設備投資需要が落ち着

いている状況が継続しているためであると認識しております。
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1)生産実績

セグメントの名称

前中間連結会計期間

（自 2024年６月１日

至 2024年11月30日）

当中間連結会計期間

（自 2025年６月１日

至 2025年11月30日）

増減

 金額（千円） 金額（千円）
金額

（千円）

増減率

（％）

IoT関連事業 2,407,838 1,452,345 △955,493 △39.7

インダストリー4.0推進事業 1,039,088 921,679 △117,409 △11.3

その他

（環境エネルギー事業）（注）３
375,544 4,014 △371,529 △98.9

合計 3,822,471 2,378,039 △1,444,432 △37.8

 (注)１.上記の金額は、販売金額によっております。

 ２.生産実績には、外注仕入実績を含んでおります。

　　 ３.「その他（環境エネルギー事業）」につきましては、連結子会社でありました株式会社エア・ガシズ・テ

　　　　クノスの全株式を2025年７月２日に譲渡したため、当中間連結会計期間より同社の生産実績は除外してお

　　　　ります。

 

2)受注実績

セグメントの名称

前中間連結会計期間

（自 2024年６月１日

至 2024年11月30日）

当中間連結会計期間

（自 2025年６月１日

至 2025年11月30日）

増減

 
受注高

（千円）

受注残高

（千円）

受注高

（千円）

受注残高

（千円）

受注高

（千円）

受注残高

（千円）

IoT関連事業 1,396,134 1,069,742 1,723,753 1,521,654 327,618 451,912

インダストリー4.0推進事業 892,070 291,979 659,817 437,223 △232,252 145,244

その他

（環境エネルギー事業）（注）２
279,143 422,547 － － △279,143 △422,547

合計 2,567,349 1,784,269 2,383,571 1,958,878 △183,778 174,609

（注）１. 上記金額は、受注生産を行っている事業について記載しております。

　　　２. 「その他（環境エネルギー事業）」につきましては、連結子会社でありました株式会社エア・ガシズ・

　　　　　テクノスの全株式を2025年７月２日に譲渡したため、当中間連結会計期間より同社を連結の範囲から除

　　　　　外しております。このため、受注生産形態の事業がなくなったため、「－」と表示しております。

 

3)販売実績

セグメントの名称

前中間連結会計期間

（自 2024年６月１日

至 2024年11月30日）

当中間連結会計期間

（自 2025年６月１日

至 2025年11月30日）

増減

 金額（千円） 金額（千円）
金額

（千円）

増減率

（％）

IoT関連事業 2,699,554 1,217,777 △1,481,776 △54.9

インダストリー4.0推進事業 996,787 909,763 △87,023 △8.7

その他

（環境エネルギー事業）
348,054 4,014 △344,039 △98.8

合計 4,044,395 2,131,555 △1,912,839 △47.3

 

３【重要な契約等】

当社の連結子会社でありました株式会社エア・ガシズ・テクノス（以下、エア・ガシズ・テクノス）は、当社が保

有する全株式を株式会社筑豊商会に譲渡することを約した株式譲渡契約を2025年６月11日付で締結し、2025年７月２

日に譲渡を実行いたしました。本株式の譲渡に伴い、エア・ガシズ・テクノスを当社の連結の範囲から除外しており

ます。

 

EDINET提出書類

株式会社インターアクション(E02336)

半期報告書

 5/26



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 25,400,000

計 25,400,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
(2025年11月30日)

提出日現在発行数（株）
(2026年１月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,510,200 11,510,200
東京証券取引所

（プライム市場）

単元株式数は100

株であります。

計 11,510,200 11,510,200 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2025年６月１日～
2025年11月30日

－ 11,510,200 － 1,760,299 － 1,760,299
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（５）【大株主の状況】

  2025年11月30日現在

氏名又は名称 住所
 

所有株式数
（株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

日本マスタートラスト信託

銀行株式会社（信託口）

東京都港区赤坂一丁目８番１号　赤坂

インターシティＡＩＲ
1,237,400 11.97

ＪＡＰＡＮ ＡＢＳＯＬＵ
ＴＥ ＶＡＬＵＥ ＦＵＮＤ

（常任代理人　立花証券株

式会社）

ＭＯＵＲＡＮＴ　ＧＯＶＥＲＮＡＮＣ
Ｅ　ＳＥＲＶＩＣＥ（ＣＡＹＭＡ
Ｎ）　ＬＩＭＩＴＥＤ　Ｐ．Ｏ　ＢＯ
Ｘ　１３４８　９４　ＳＯＬＡＲＩ
Ｓ　ＡＶＥＮＵＥ　ＣＡＭＡＮＡ　Ｂ
ＡＹ　ＧＲＡＮＤ　ＣＡＹＭＡＮ　Ｋ
Ｙ１－１１０８　ＣＡＹＭＡＮ　ＩＳ
ＲＡＮＤＳ)

（東京都中央区日本橋茅場町一丁目13

番14号）

1,202,400 11.63

IＮＴＥＲＡＣＴＩＶＥ　
ＢＲＯＫＥＲＳ　ＬＬＣ

（常任代理人　インタラク

ティブ・ブローカーズ証券

株式会社）

ＯＮＥ ＰＩＣＫＷＩＣＫ ＰＬＡＺＡ

ＧＲＥＥＮＷＩＣＨ， ＣＯＮＮＥＣ

ＴＩＣＵＴ ０６８３０ ＵＳＡ

（東京都千代田区霞が関三丁目２番５

号）

1,202,000 11.63

ＰＥＲＳＨＩＮＧ－ＤＩ

Ｖ．ＯＦ ＤＬＪ ＳＥＣ

Ｓ．ＣＯＲＰ．

（常任代理人　シティバン

ク、エヌ・エイ 東京支

店）

ＯＮＥ ＰＥＲＳＨＩＮＧ ＰＬＡＺＡ

ＪＥＲＳＥＹ ＣＩＴＹ ＮＥＷ ＪＥ

ＲＳＥＹ Ｕ．Ｓ．Ａ．

（東京都新宿区新宿六丁目27番30号）

279,500 2.70

木地　伸雄 神奈川県鎌倉市 231,024 2.24

ＴＨＥ　ＮＯＭＵＲＡ Ｔ

ＲＵＳＴ ＡＮＤ ＢＡＮＫ

ＩＮＧ ＣＯ. , ＬＴＤ.

ＡＳ ＴＨＥ ＴＲＵＳＴＥ

Ｅ ＯＦ ＲＥＰＵＲＣＨＡ

ＳＥ ＡＧＲＥＥＭＥＮＴ

ＭＯＴＨＥＲ ＦＵＮＤ

（常任代理人　シティバン

ク、エヌ・エイ 東京支

店）

東京都千代田区大手町二丁目２番２号

（東京都新宿区新宿六丁目27番30号）
218,600 2.12

栗村　昌昭 東京都世田谷区 210,500 2.04

株式会社日本カストディ銀

行（信託Ｅ口）
東京都中央区晴海一丁目８番12号 190,128 1.84

株式会社日本カストディ銀

行（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番12号 183,700 1.78

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ

ＢＡＮＫ ＡＮＤ ＴＲＵＳ

Ｔ ＣＯＭＰＡＮＹ ５１０

５６０

（常任代理人　株式会社み

ずほ銀行決済営業部）

Ｐ．Ｏ． ＢＯＸ ３５１ ＢＯＳＴＯ

Ｎ ＭＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ ０２

１０１ Ｕ．Ｓ．Ａ．

（東京都港区港南二丁目15番１号　品

川インターシティＡ棟）

155,800 1.51

計 － 5,111,052 49.45

（注）１．当社は自己株式1,174,679株（信託が保有する当社株式190,128株を除く）を保有しておりますが、上記

大株主から除いております。
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２．上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）      1,237,400株

株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）                190,128株

株式会社日本カストディ銀行（信託口）                  183,700株

３．カナメ・キャピタル・エルピーから、2025年10月21日付で、大量保有報告書（変更報告書）が提出され

ておりますが、当社として2025年11月30日現在で実質所有株式数の確認ができない部分については上記

表に含めておりません。なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

大量保有者　　　　　　　　カナメ・キャピタル・エルピー

保有株券等の数　　　　　　1,453,200株

株券等保有割合　　　　　　12.63％

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

   2025年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,174,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,326,700 103,267 －

単元未満株式 普通株式 8,900 － －

発行済株式総数  11,510,200 － －

総株主の議決権  － 103,267 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式給付ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式90,200株

（議決権902個）及び株式給付役員報酬信託口が所有する当社株式99,900株（議決権999個）並びに証券保管

振替機構名義の株式100株（議決権１個）が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2025年11月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社インター

アクション

横浜市金沢区

福浦一丁目１番地
1,174,600 － 1,174,600 10.20

計 － 1,174,600 － 1,174,600 10.20

（注）上記には、株式給付ＥＳＯＰ信託口及び株式給付役員報酬信託口が所有する当社株式190,100株は含まれて

おりません。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年６月１日から2025年11月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、誠栄有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年５月31日)

当中間連結会計期間
(2025年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,080,481 8,098,871

受取手形及び売掛金 865,796 647,475

電子記録債権 343,272 240,163

営業投資有価証券 46,103 48,618

商品及び製品 147,617 144,331

仕掛品 917,573 790,127

原材料及び貯蔵品 657,595 590,846

その他 98,235 153,833

貸倒引当金 △1,136 △689

流動資産合計 12,155,541 10,713,577

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 294,547 281,522

土地 165,149 165,149

その他（純額） 325,330 389,024

有形固定資産合計 785,027 835,695

無形固定資産   

のれん 56,860 42,942

その他 74,606 112,728

無形固定資産合計 131,466 155,671

投資その他の資産   

投資有価証券 130,429 130,463

その他 463,938 442,570

貸倒引当金 △9,938 △10,296

投資その他の資産合計 584,429 562,737

固定資産合計 1,500,923 1,554,105

資産合計 13,656,465 12,267,682
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年５月31日)

当中間連結会計期間
(2025年11月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 228,306 222,506

短期借入金 440,000 390,000

１年内返済予定の長期借入金 61,266 56,982

未払法人税等 124,859 114,039

製品保証引当金 18,758 13,487

役員株式給付引当金 154,000 42,200

その他 468,456 630,584

流動負債合計 1,495,647 1,469,800

固定負債   

長期借入金 246,916 136,032

株式給付引当金 12,761 31,323

退職給付に係る負債 107,824 44,539

資産除去債務 10,150 －

その他 18,060 12,706

固定負債合計 395,712 224,601

負債合計 1,891,359 1,694,401

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,760,299 1,760,299

資本剰余金 3,352,578 3,352,578

利益剰余金 7,453,355 7,312,644

自己株式 △802,712 △1,902,341

株主資本合計 11,763,521 10,523,180

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 1,584 50,099

その他の包括利益累計額合計 1,584 50,099

純資産合計 11,765,105 10,573,280

負債純資産合計 13,656,465 12,267,682

 

EDINET提出書類

株式会社インターアクション(E02336)

半期報告書

11/26



（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年６月１日
　至　2024年11月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年６月１日
　至　2025年11月30日)

売上高 4,044,395 2,131,555

売上原価 ※１ 2,068,366 ※１ 1,115,733

売上総利益 1,976,029 1,015,822

販売費及び一般管理費 ※２ 793,769 ※２ 767,173

営業利益 1,182,259 248,649

営業外収益   

受取利息 15,339 17,971

受取配当金 120 120

貸与資産賃貸料 10,020 3,340

為替差益 － 118,572

その他 4,570 4,561

営業外収益合計 30,050 144,565

営業外費用   

支払利息 3,500 3,873

貸与資産諸費用 3,754 3,701

為替差損 24,335 －

その他 4,820 5,675

営業外費用合計 36,410 13,250

経常利益 1,175,899 379,964

特別損失   

固定資産除却損 233 890

固定資産売却損 － 908

子会社株式売却損 － 79,734

特別損失合計 233 81,533

税金等調整前中間純利益 1,175,666 298,430

法人税、住民税及び事業税 322,426 88,488

法人税等調整額 27,990 △14,749

法人税等合計 350,416 73,738

中間純利益 825,249 224,691

親会社株主に帰属する中間純利益 825,249 224,691
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年６月１日
　至　2024年11月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年６月１日
　至　2025年11月30日)

中間純利益 825,249 224,691

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 △10,221 48,515

その他の包括利益合計 △10,221 48,515

中間包括利益 815,028 273,207

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 815,028 273,207

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年６月１日
　至　2024年11月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年６月１日
　至　2025年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 1,175,666 298,430

減価償却費 60,493 84,539

のれん償却額 17,418 13,917

貸倒引当金の増減額（△は減少） △69,622 245

製品保証引当金の増減額（△は減少） 4,776 △3,031

株式給付引当金の増減額（△は減少） 413 18,561

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） △51,300 △111,800

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △12,765 △3,451

受取利息及び受取配当金 △15,460 △18,091

支払利息及び保証料 3,500 3,873

為替差損益（△は益） 26,803 △109,877

固定資産除却損 233 890

固定資産売却損益（△は益） － 908

子会社株式売却損益（△は益） － 79,734

棚卸資産評価損 21,131 27,011

売上債権の増減額（△は増加） 981,441 413,883

棚卸資産の増減額（△は増加） 505,464 17,890

営業投資有価証券の増減額（△は増加） △937 △2,514

仕入債務の増減額（△は減少） △111,295 69,204

その他 83,262 △7,756

小計 2,619,224 772,570

利息及び配当金の受取額 15,460 18,091

利息及び保証料の支払額 △3,563 △3,427

法人税等の支払額 △298,766 △81,824

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,332,355 705,410

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △62,284 △126,893

有形固定資産の売却による収入 － 5,805

無形固定資産の取得による支出 △21,744 △33,510

敷金の差入による支出 △9 －

敷金の回収による収入 18 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

支出
－ △96,527

投資活動によるキャッシュ・フロー △84,020 △251,126

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △29,768 △24,828

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △3,322 △7,973

自己株式の取得による支出 － △1,192,010

自己株式の売却による収入 41,041 18,641

配当金の支払額 △276,025 △363,827

その他 △2,506 △2,506

財務活動によるキャッシュ・フロー △270,580 △1,572,504

現金及び現金同等物に係る換算差額 △35,420 136,610

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,942,332 △981,610

現金及び現金同等物の期首残高 6,312,905 9,070,473

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 8,255,238 ※１ 8,088,862
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

１．連結の範囲の重要な変更
当中間連結会計期間において、連結子会社でありました株式会社エア・ガシズ・テクノスの全株式を譲渡
したため、同社を連結の範囲から除外しております。
なお、当該連結の範囲の変更は、当中間連結会計期間の属する連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響
を与えることが確実と認められ、その影響の概要は、連結貸借対照表の資産合計及び負債合計の減少、連結
損益計算書の売上高等の減少になると考えられます。

２．持分法適用の範囲の重要な変更
該当事項はありません。

 
 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

 

（追加情報）

（従業員に信託を通じて自社の株式を交付する株式給付信託制度）

１.取引の概要
当社は、当社の株価や業績と従業員の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有するこ
とにより、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めるため、従業員に対して自社の株式等を給付す
るインセンティブプラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」（以下、「本制度」という）を導入しておりま
す。
本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員に対し当社株式
等を給付する仕組みであります。当社は、従業員に対し個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、一定の
条件により受給権の取得をしたときに当該付与ポイントに相当する当社株式等を給付いたします。
２.信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式は、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により純資産の部に「自己
株式」として計上しております。前連結会計年度末の当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、12,282千円及
び24,500株、当中間連結会計期間末の当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、102,599千円及び90,200株で
あります。
 

（取締役に信託を通じて自社の株式を交付する業績連動型株式報酬制度）

１.取引の概要
当社取締役の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇によるメリッ
トのみならず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有することで、中長期的な業績向上と企業価値の増大
に貢献する意識を高めるため、取締役に対して自社の株式等を給付する「株式給付信託（BBT=Board

Benefit Trust）」（以下、「本制度」という）を導入しております。

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役に対して、当社取
締役会が定める役員株式給付規程に従って、役位及び業績に応じて付与されるポイントに基づき、当社株式
等が信託を通じて毎年給付される業績連動型の株式報酬制度であります。
２.信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式は、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により純資産の部に「自己
株式」として計上しております。前連結会計年度末の当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、175,290千円
及び75,928株、当中間連結会計期間末の当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、184,629千円及び99,928株
であります。
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（中間連結貸借対照表関係）

保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（2025年５月31日）
当中間連結会計期間
（2025年11月30日）

アイディアルソーラー合同会社 140,026千円 126,694千円

 

 

（中間連結損益計算書関係）

※１　期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に含まれてお

ります。

 
　前中間連結会計期間
（自　2024年６月１日
　　至　2024年11月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2025年６月１日
　　至　2025年11月30日）

棚卸資産評価損 21,131千円 27,011千円

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2024年６月１日
　　至 2024年11月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2025年６月１日
　　至 2025年11月30日）

販売手数料 38,904千円 26,843千円

役員報酬 187,785 48,431

給料及び手当 189,345 201,582

研究開発費 26,550 75,256

支払手数料 82,933 84,686

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間
（自　2024年６月１日
至　2024年11月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年６月１日
至　2025年11月30日）

現金及び預金勘定 8,266,825千円 8,098,871千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △11,587 △10,008

現金及び現金同等物 8,255,238 8,088,862
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年６月１日　至　2024年11月30日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年８月23日

定時株主総会
普通株式 276,820 25 2024年５月31日 2024年８月26日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、株式給付ＥＳＯＰ信託口及び株式給付役員報酬信託口が保有する当社株式に対する配当金

4,505千円が含まれております。

 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後と
なるもの

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年１月10日
取締役会

普通株式 110,728 10 2024年11月30日 2025年２月17日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、株式給付ＥＳＯＰ信託口及び株式給付役員報酬信託口が保有する当社株式に対する配当金

1,020千円が含まれております。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

当中間連結会計期間における主なものは、株式給付役員報酬信託において、対象者への現金給付のため当

社株式の売却34,700株(80,109千円)及び対象者への株式給付43,100株(99,502千円)が行われました。

これらの結果、自己株式が179,812千円減少し、当中間連結会計期間末における自己株式は803,514千円と

なっております。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年６月１日　至　2025年11月30日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年８月22日

定時株主総会
普通株式 365,403 33 2025年５月31日 2025年８月25日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、株式給付ＥＳＯＰ信託口及び株式給付役員報酬信託口が保有する当社株式に対する配当金

3,314千円が含まれております。

 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後と
なるもの

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年１月９日
取締役会

普通株式 103,355 10 2025年11月30日 2026年２月16日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、株式給付ＥＳＯＰ信託口及び株式給付役員報酬信託口が保有する当社株式に対する配当金

1,901千円が含まれております。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

当中間連結会計期間において、当社は2025年７月11日開催の取締役会決議に基づき、自己株式737,300株

（999,973千円）を取得いたしました。また、株式給付従業員信託において当社株式65,700株（90,317千

円）、株式給付役員報酬信託において当社株式74,000株（101,719千円）の取得が行われました。

また、株式給付役員報酬信託において、対象者への現金給付のため当社株式の売却13,400株(24,758千円)

及び対象者への株式給付36,600株(67,623千円)が行われました。

これらの結果、自己株式が1,099,629千円増加し、当中間連結会計期間末における自己株式は1,902,341千

円となっております。

また、当中間連結会計期間において、連結子会社でありました株式会社エア・ガシズ・テクノスの全株式

を譲渡したため、同社を連結の範囲から除外したことにより、利益剰余金が237,484千円減少しておりま

す。

 

EDINET提出書類

株式会社インターアクション(E02336)

半期報告書

18/26



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年６月１日　至　2024年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

     (単位：千円)

 

報告セグメント

その他（注） 合計

IoT関連事業
インダストリー

4.0推進事業
計

売上高      

外部顧客への売上高 2,699,554 996,787 3,696,341 348,054 4,044,395

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 2,699,554 996,787 3,696,341 348,054 4,044,395

セグメント利益 1,504,921 130,668 1,635,590 4,770 1,640,360

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントである「環境エネルギー事業」でありま
　　　　　す。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額  

報告セグメント計 1,635,590  

「その他」の区分の利益 4,770  

全社費用（注） △436,969  

セグメント間取引消去 0  

棚卸資産の調整額 △21,131  

中間連結損益計算書の営業利益 1,182,259  

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の本社管理部門に係る費用であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年６月１日　至　2025年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント

その他（注） 合計

IoT関連事業
インダストリー

4.0推進事業
計

売上高      

外部顧客への売上高 1,217,777 909,763 2,127,541 4,014 2,131,555

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 1,217,777 909,763 2,127,541 4,014 2,131,555

セグメント利益 515,034 87,696 602,731 3,530 606,261

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントである「環境エネルギー事業」でありま
す。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額  

報告セグメント計 602,731  

「その他」の区分の利益 3,530  

全社費用（注） △330,600  

棚卸資産の調整額 △27,011  

中間連結損益計算書の営業利益 248,649  

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の本社管理部門に係る費用であります。

３．報告セグメントの変更等に関する事項
　連結子会社でありました株式会社エア・ガシズ・テクノスの全株式を2025年７月２日に譲渡したため、
当中間連結会計期間より同社を連結の範囲から除外しております。
　このため、同社事業が主な構成単位となっておりました「環境エネルギー事業」報告セグメントの重要
性が乏しくなったため、当中間連結会計期間より報告セグメントから除外し、「その他」として表示して
おります。
　なお、前中間連結会計期間のセグメント情報は、当中間連結会計期間の報告セグメントの区分に基づき
作成したものを開示しております。

 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

事業分離

(子会社株式の譲渡）

　当社は、2025年６月11日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社エア・ガシズ・テクノス

の全株式を、株式会社筑豊商会に譲渡することを決議し、2025年７月２日に全株式を譲渡しております。

１．事業分離の概要

(1)分離先企業の名称

株式会社筑豊商会

(2)分離した事業の内容

当社の連結子会社でありました株式会社エア・ガシズ・テクノスの環境エネルギー事業（輪転印刷機向

け乾燥脱臭装置、排ガス処理装置等の開発・製造・販売）

(3)事業分離を行った主な理由

当社は、2014年に株式会社エア・ガシズ・テクノスを買収して以降、同社を通じて環境エネルギー事業

への取り組みを進めてまいりました。

今後の事業環境や戦略的方向性を総合的に勘案し事業ポートフォリオ見直しを行い、同社の全株式の譲

渡を決定いたしました。

(4)事業分離日

2025年７月２日（みなし譲渡日2025年６月１日）

(5)法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

受取対価を現金等の財産のみとする株式譲渡

 

２．実施した会計処理の概要

(1)移転損益の金額

子会社株式売却損　79,734千円

(2)移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

（単位：千円）

流動資産 605,390

固定資産 44,604

資産合計 649,995

流動負債 207,653

固定負債 155,576

負債合計 363,230

(3)会計処理

株式会社エア・ガシズ・テクノスの連結上の帳簿価額と売却価額との差額を「子会社株式売却損」とし

て特別損失に計上しております。

 

３．分離した事業が含まれていた報告セグメントの名称

環境エネルギー事業

 

４．中間連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年６月１日　至　2024年11月30日）

（単位：千円）

 

報告セグメント
その他

（注）２
合計

IoT関連事業
インダストリー

4.0推進事業
計

一時点で移転される財 2,699,554 995,937 3,695,491 345,617 4,041,108

一定の期間にわたり移転される財 － 849 849 － 849

　顧客との契約から生じる収益 2,699,554 996,787 3,696,341 345,617 4,041,958

その他の収益（注）１ － － － 2,437 2,437

　外部顧客への売上高 2,699,554 996,787 3,696,341 348,054 4,044,395

（注）１. その他の収益は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）で認識される収益であります。

　　　２. 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントである「環境エネルギー事業」でありま

　　　　　す。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年６月１日　至　2025年11月30日）

（単位：千円）

 

報告セグメント
その他

（注）２
合計

IoT関連事業
インダストリー

4.0推進事業
計

一時点で移転される財 1,217,777 909,763 2,127,541 － 2,127,541

一定の期間にわたり移転される財 － － － － －

　顧客との契約から生じる収益 1,217,777 909,763 2,127,541 － 2,127,541

その他の収益（注）１ － － － 4,014 4,014

　外部顧客への売上高 1,217,777 909,763 2,127,541 4,014 2,131,555

（注）１. その他の収益は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）で認識される収益であります。

　　　２. 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントである「環境エネルギー事業」でありま

　　　　　す。

　　　　　　連結子会社でありました株式会社エア・ガシズ・テクノスの全株式を2025年７月２日に譲渡したため、当中

　　　　　間連結会計期間より同社を連結の範囲から除外しております。

　　　　　　このため、同社事業が主な構成単位となっておりました「環境エネルギー事業」報告セグメントの重要性が

　　　　　乏しくなったため、当中間連結会計期間より報告セグメントから除外し、「その他」として表示しておりま

　　　　　す。

　　　　　　なお、前中間連結会計期間の収益認識関係注記は、当中間連結会計期間の報告セグメントの区分に基づき作

　　　　　成したものを開示しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

前中間連結会計期間

（自　2024年６月１日

至　2024年11月30日）

当中間連結会計期間

（自　2025年６月１日

至　2025年11月30日）

 １株当たり中間純利益 75円55銭 21円62銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 825,249 224,691

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益（千円）
825,249 224,691

普通株式の期中平均株式数（株） 10,923,874 10,394,575

（注）１．普通株式の期中平均株式数について、その計算において控除する自己株式に、株式給付ＥＳＯＰ信託口及び

株式給付役員報酬信託口が所有する当社株式を含めております。なお、当該信託口が所有する当社株式の期

中平均株式数は、前中間連結会計期間において148,947株、当中間連結会計期間において175,667株でありま

す。

２．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

2026年１月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額…………………………………………… 103,355千円

(ロ）１株当たりの金額……………………………………………10円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………2026年２月16日

（注）2025年11月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年１月13日

株式会社インターアクション

　取　締　役　会　　御中

 

 誠栄有限責任監査法人  

 東京都千代田区  

 

 
 

 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士　船　野　智　輝

 

  
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士　木　下　幹　雄

 

 

 

監査人の結論
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社イン
ターアクションの2025年６月１日から2026年５月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年６月１日から2025
年11月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計
算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。
当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、株式会社インターアクション及び連結子会社の2025年11月30日現在の財政状態並びに同日
をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項
が全ての重要な点において認められなかった。
 
監査人の結論の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期
中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される
規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし
ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財
務諸表に対する結論を表明することにある。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー
　手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され
　る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
　められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当
　と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付
　ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財
　務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場
　合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期
　中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で
　きなくなる可能性がある。
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・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
　いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構
　成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め
　られないかどうかを評価する。
・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査
　人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人
　の結論に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見
事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合
又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
 
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
 

以　上

　（注）　１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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